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第２期横浜市教育振興基本計画の検証について 

 

  

 

 

 

 

 
  

   
 
 
 

 
 
 
 

各施策の目標の達成状況 
 ※ 計画期間は、26～30年度ですが、29年度末時点の実績等にて振り返ります。 

 ※ 計画策定時に設定した30年度の達成目標に対する、29年度の実績を３段階で示しており、既に30年度の達成目標を

達成している場合は◎、達成見込みの場合は○、達成困難の場合は△と記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：英語教育実施状況調査】 

 50.3% 
（30 校） 

55.1% 
（75 校） 

45.2% 
（147 校） 

54.0% 
（147 校） 40.0%以上  

 26 年度より段階的に英語技能検定（英検）を実施し、
28 年度より中学校全校で実施しました。「中学校卒
業段階での英検３級相当以上の割合」は 28 年度時
点で 45.2％となり⽬標を達成しました。なお、29
年度は、同割合の全国平均40.7％に対し、本市はこ
れを⼤きく上回る54.0％となりました。  

 ⼩学校１年⽣からの横浜国際コミュニケーション活
動（YICA）の実施、全⼩・中学校へのAET※の配置、
並びに、外部指標の活⽤を通じた客観的な英語⼒の
把握による各校の授業改善の推進等が結果に⼤きく
寄与していると考えられます。  

 今後は、⼩学校の英語の教科化への対応を着実に進
め、中学校英語との円滑な接続を図るとともに、外
部指標のより有効な活⽤・分析の推進など、引き続
き、総合的に推進していく必要があります。 

※英語指導助⼿Assistant English Teacher 

 

グローバル化の⼀層の進展や産業構造の変化、技術⾰新等により、社会は⼤きく変化しており、
⼦どもや学校を取り巻く環境も様々な影響を受けています。変化の激しい社会の中、横浜市教育委
員会は、「第２期横浜市教育振興基本計画」に⽰した施策や取組を着実に進めてきました。 

また、計画を着実に推進するだけでなく、時代のニーズや様々な課題を捉えた新たな取組として、
横浜の教育が⽬指す理念や⽅向性を⽰した「横浜教育ビジョン2030」の策定や、新学習指導要領
を踏まえた「横浜市⽴学校カリキュラム・マネジメント要領」の策定、「横浜市⽴学校 教職員の働
き⽅改⾰プラン」の策定、「横浜市⽴⼩中学校の建替えに関する基本⽅針」の策定、「特別の教科 道
徳」の先⾏実施、⽇本語⽀援拠点施設「ひまわり」の開設、義務教育学校の開校、「ハマ弁」の提
供開始などを進めてきました。さらに、「いじめ重⼤事態に関する再発防⽌策」に掲げた 8 項⽬ 34
の取組についても、学校と教育委員会が連携して進めています。 

計画に記載している「取組」の実績や進捗状況については、「教育委員会点検・評価」で毎年報
告しているため、本検証においては、「達成⽬標（※）」の達成状況を中⼼に振り返りを⾏います。 

※本計画では、各施策における様々な取組の成果を測る指標として、14 の達成⽬標を設定しています。 

 

こども青少年・教育委員会 
平 成 3 0 年 ９ 月 2 7 日 
教 育 委 員 会 事 務 局 



2 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

  

 

 

全国を 
1.4ポイント 

上回る 

全国を 
1.4ポイント 

上回る 

全国を 
1ポイント 
上回る 

全国を 
1.1ポイント 

上回る 

全国を 
3ポイント以上 

上回る 

 

 69.8% 68.9% 68.6% 68.2% 75.0%以上  

【出典：全国・学力学習状況調査】 

【出典：全国・学力学習状況調査】 

 「将来の夢や⽬標を持っている⽣徒の割合」は、⽬
標達成には⾄りませんでしたが、本市と同様に、全
国でもやや減少傾向が続いています。  

 キャリア教育等の成果を測る⼀つの⽬安として⽬
標設定しました。職場体験活動や地域・企業等と連
携した体験型学習など、９年間を通したキャリア教
育の充実を進めてきました。  

 「社会に開かれた教育課程」を実現し、実社会の中
で活躍するための資質・能⼒の育成に向け、地域貢
献や社会参画の意義等について「体験」を通して考
える機会を創出することが求められています。 

 ⽬標達成には⾄りませんでしたが、毎年全国平均を
常に上回る結果となりました。特に29 年度は、⼩
中いずれも、全ての教科において、「知識」より「活
⽤」に関する問題が、全国に⽐べて約２ポイント近
く⾼く、児童⽣徒の思考⼒・判断⼒・表現⼒等の⾼
まりが⾒られます。   

 各校が、学⼒・学習状況調査の結果を基にした分析
チャートを活⽤し、学年や教科等の分析を通じた授
業改善によって、児童⽣徒の思考⼒、判断⼒、表現
⼒等を⾼める授業を⾏っていること等が⼀因だと
考えられます。  

 今後は、基礎的な知識及び技能の確実な定着を図
り、引き続き、知識及び技能を活⽤して課題を解決
する授業改善を進めることが重要です。また、学
習・⽣活意識と学⼒の相関関係等も含めた多⾯的な
分析を進めるとともに、⼦ども⼀⼈ひとりの学⼒・
学習状況を分析し、より「個」に応じた学びを充実
させることが必要です。 
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小：74.2% 
中：64.2% 

小：75.4% 
中：63.7% 

小：74.9% 
中：66.7% 

小：76.6% 
中：67.1% 

小：75.0%以上 
中：65.0%以上 

 

【出典：全国・学力学習状況調査】 

【出典：体力・運動能力調査】 

 31.9% 34.6% 35.5% 36.4% 40.0%以上  

 ⼩中いずれも、29 年度は⽬標値を上回り、⾃
⼰肯定感の改善傾向が⾒られます。  

 各校において、児童⽣徒⼀⼈ひとりが受け⼊
れられていると実感できる受容的な学級づく
りが進められていることや、異学年交流等の
互いの関わりを⼤切にする活動機会の充実等
が図られていることが⼀因だと考えられま
す。  

 ⼀⽅、全国に⽐べて低い傾向は続いているた
め、引き続き、⼦どもたちの⾃⼰肯定感を育
むための取組が求められます。 

 ⽬標値には届きませんでしたが、運動やスポ
ーツを「週３⽇以上する」と答える⼩学⽣の
割合は、改善傾向がみられます。  

 各校での「体⼒向上1 校1 実践運動」、休み時
間を活⽤した体⼒向上の取組、並びに、家庭
や地域等との連携による取組などを進めてき
たことが⼀因だと考えられます。  

 今後は、「ラグビーワールドカップ2019TM⽇
本⼤会」「東京2020 オリンピック・パラリン
ピック競技⼤会」を契機とした運動意欲の喚
起や、より⼀層、家庭、地域、企業や⼤学等
と連携した取組を進め、運動習慣の確⽴と⽣
涯にわたって運動やスポーツに親しむ態度の
育成が求められます。 
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【出典：体力・運動能力調査】 

 9.6% 10.4% 9.4% 10.2% 9.0%以下  

【出典：特別支援学校保護者アンケート】 

 84.9% 90.7% 88.3% 88.0% 95.0%以上  

 中学⽣の運動やスポーツを「しない」と答え
る割合については変化が⾒られませんでし
た。  

 中学⽣の運動量は、放課後の活動時間の⼤半
を占める部活動における運動量によって⼤き
く影響を受けることになります。直近 5 年間
の部活動の加⼊率は83％前後で推移し、⼤き
な変動がないため、本達成⽬標にも変動が出
にくい状況であったと考えられます。  

 運動習慣と体⼒の相関関係があることを踏ま
え、⽣涯にわたって、健康かつ豊かな⽣活を
送ることができるよう、⾃ら健康をマネジメ
ントする⼒の育成が求められます。 
 

 特別⽀援学校の保護者向けアンケートで「卒業後を⾒通した学習が⾏われている」と答える割合につ
いて、⽬標達成には⾄らなかったものの、当初よりポイントが上がっています。  

 特別⽀援学校卒業後の進路については、進学、就労や福祉施設等様々ですが、各校では、⼦どもたち
⼀⼈ひとりの状況に応じた将来の⾃⽴や社会参加に向けた学習を⾏っています。中でも、特別⽀援学
校⾼等部では企業就労に向けた⽀援を⾏うなど、関係機関との情報共有や継続的な取組を⾏っている
ことも、「卒業後を⾒通した学習が⾏われている」と考える保護者の割合が上がっている⼀因だと考
えられます。  

 今後も、卒業後の⼦どもの将来を⾒通して、児童⽣徒⼀⼈ひとりの個性や能⼒を伸ばす指導・⽀援を
進めていく必要があります。 
 



5 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 18.4% 19.3% 22.2% 29.8% 50.0%以上  

年間 60人 
累計 433人 

年間 48人 
累計 481人 

年間 66人 
累計 547人 

年間 69人 
累計 616人 

年間 80人以上 
累計 710人以上 

 

【出典：横浜市教育委員会調べ】 

 本市の教員志望者に対し、「横浜市が求める着
任時の姿」を⽬標に養成している「アイ・カレ
ッジ」の卒塾者の本市採⽤者数は、⽬標を下回
っている状況です。  

 ⼀⽅で、引き続き多くの教員を採⽤している
中、「アイ・カレッジ」塾⽣の本市採⽤「率」
は伸びています。「アイ・カレッジ」により、
教員としての基礎的・基本的な知識・技能の養
成に取り組んできたことが寄与していると考
えられます。  

 今後は、受験者数の減少が⾒込まれる中、⼤学
との連携・協働等による教員養成の充実、「ア
イ・カレッジ」の募集⼈数・校種の焦点化等、
募集要項の⾒直しや教員採⽤試験制度の⼯夫
等を進め、引き続き、質の⾼い教員の確保を⽬
指す必要があります。 

 「英検準２級相当割合 50％」という国の⽬標に
対して、本市では「２級から準１級相当割合
50％」という国より⼀段⾼いレベルの⽬標を設
定しました。年々割合は⾼まったものの、⽬標に
は届きませんでした。⼀⽅で、「英検準２級相当」
の⽣徒の割合は、82％となり、全国と⽐べて倍
以上ポイントを上回る結果となりました。  

 国からのSGH※の指定をはじめ、グローバル⼈材
育成プログラムや海外⼤学進学⽀援プログラム、
国際交流の促進を進めるなど、グローバル⼈材の
育成を⽬指した総合的な取組が⼤きく寄与して
いると考えられます。  

 引き続き、総合的な取組を推進するとともに、⼤
学⼊試改⾰等を踏まえ、「話す」「聞く」「書く」
「読む」の４技能をバランスよく育むことが必要
です。 

 

+ 

※スーパーグローバルハイスクールの略称。将来国際的に活躍できるリーダー育成のために⽂部科学省が指定。 
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小：76.8% 
中：58.2% 

小：76.6% 
中：60.3% 

小：76.4% 
中：62.9% 

小：76.0% 
中：64.0% 

小：80.0%以上 
中：70.0%以上 

 

【出典：横浜市学力・学習状況調査】 

 

 59.6% 60.5% 61.3% 65.0% 70.0%以上  

【出典：横浜市教育委員会調べ】 

  ⼩中いずれも⽬標には届いていない状況です
が、中学⽣の割合が当初に⽐べて約６ポイント
⾼くなり改善が⾒られます。⼀⽅で、⼩学⽣に
ついては微減しています。  

 校内で⾏う OJT 及びメンターチーム等の活⽤
の推進や、学校教育事務所における「授業づく
り講座」の実施など教員の授業⼒向上に向けた
取組を進めてきました。また、⼩中連携が進ん
だことにより、中学校において、⼩学校の強み
である教科研究が進んだことも結果に寄与し
ていると考えられます。  

 今後も引き続き、経験年数の浅い教員が多い状
況の中、より⼀層、実践的な指導⼒を⾝に付け
るための⼈材育成の推進や、学校の授業改善を
進めるための学校⽀援の充実が必要です。 

 
 各校では、学校評価を実施し、その結果を「学

校だより」「学校ウェブページ」「保護者への説
明会」「地域住⺠への説明会」等で公開し、保
護者や地域等への周知を図ってきました。⽬標
には届きませんでしたが、学校評価結果を公開
する学校の割合は⾼まっています。  

 学校ウェブページシステムの導⼊や「学校評価
ガイド」の改訂などを進め、保護者や地域等に
対する積極的な情報発信を推進してきた結果
だと考えられます。  

 学校と家庭や地域との連携の必要性がより⼀
層⾼まる中、地域と学校が学校教育⽬標等を共
有し、学校への理解促進や学校との協働につな
げていくことが必要です。 

※計画策定時、『「学校評価の実施を知っている」と答える保護者の割合』（横浜市教育意
識調査）を測ることとしていましたが、調査自体の見直しを行ったため、本達成目標
そのものを変更しました。 
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未実施 
小：91.5% 
中：62.5% 

小：91.1% 
中：74.6% 

小：94.4% 
中：67.6% 

小：85.0%以上 
中：55.0%以上 

 

【出典：横浜市教育委員会調べ】 

 

【出典：横浜市教育委員会調べ】 

 99% 100% ― ― 100%  

 学校施設の耐震化は、27 年度に完了しました。  
 計画期間中は、防⽕防炎シャッターの危害防⽌対策を優先して進めたため、特別教室への空調設置の整

備の進捗が遅れましたが、引き続き、全校設置に向けた取組を進めていく必要があります。また、外壁・
サッシの落下防⽌対策を⾏うなど、安全安⼼な教育環境の整備が求められています。  

 学校施設の⽼朽化を踏まえ「横浜市⽴⼩・中学校施設の建替えに関する基本⽅針（平成29 年５⽉策定）」
に基づき、学校施設の建替えを順次進めていく必要があります。 

 調査開始当初の 27 年に、⼩中ともに⽬標に
達し、その後も⾼い⽔準で維持しています。  

 各校の学校・地域コーディネーターの配置や
地域交流室の設置の増加などにより、地域の
⽅や保護者が学校に⼊る機会が増え、本の読
み聞かせの時間や福祉体験など、⼦どもの体
験や経験の場が増えていると考えられます。  

 学校と地域との更なる連携強化に向けて、学
校運営協議会の設置を促進するとともに、学
校・地域コーディネーターの配置・養成など、
積極的な取組が求められます。 
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【出典：横浜市教育委員会調べ】 

 3,584人 3,929人 4,188人 4,039人 3,000人以上  

 ボランティアの活動者の延べ⼈数は、順調に増
加し26 年度には⽬標を達成しました。  

 各区で策定した活動⽬標に基づき、図書館と地
域が連携した企画事業や、ボランティア向けの
講座を⾏ってきた成果が出ているものと考えら
れます。  

 引き続き、読書活動に関するネットワークづく
りのため、図書館と活動団体等の交流会の実施
や、市⺠のニーズ及び各区の地域性に応じた読
書活動の取組を推進していく必要があります。 

 

 


